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にがらりと変わった︒この時期に「失われた十年」という言葉が急激に流通し始めたことは︑それを象徴する︒この言葉が英語の出版物に初めて登場したのは一九九八年の『ニューズウィーク』誌の記事であった︒日本語でこ 言葉が最初に使われたのは︑おそらくそれと全く同じ日の『日本経済新聞』のコラム 中であり︑ 表現を外国人投資家 よるものと て紹介している
（
1）︒どちらが先だった
かはさしたる問題ではない︒ は凋落しつつあ ︑日本は失われたという認識は︑国の内外双方で生まれ いたので ︒
　
この喪失状況をめぐる諸問題が長引くにつれ︑ 「失われた十年」













喪失をめぐる意識を検証するためには もちろんそれ 先立つ楽観的な心理状態を見きわめて︑それと対比させながら︑ の後起きた
























邦訳が出た︒この二つの文書は同一ではないが︑ともに楽観主義と︑日本をモデルととらえる点で共通していた︒フォーゲルの本はアメリカよりむしろ日本で売れ行きをはるかに伸ばしたが︑そもそもこの本はアメリカ人読者に向けて書かれたものであり︑ としては︑現代の社会・経済問題を探 のに国境 外にヒントを求めてはどうかとアメリカ人に訴え かったのである︒大平研究会のメンバー 日本 政治指導層に政策提言をし だが︑彼らもま 他者にインスピレーションを与える存在として日本 潜在的役割 注目した︒　
こうした楽観論と︑一九九〇年代後半以降の日本が何かを「失っ













中角栄とやや似通っており︑吉田茂︑鳩山一郎︑池田勇人︑佐藤栄作︑三木武夫など戦後 宰相 そ と明確に対比される︒大平は東大ではなく東京商科大学
（一橋大学の前身）
から大蔵省入りした︒
そして省内の上司だっ 池田勇人の引き立てを得て政界入りした︒大平はクリスチャンで教養人であった︒知的な影響を受けた人物はトマス・ア ィナスとイギリスの経済学者リチャード・トーニーある︒この二人から大平が学んだのは︑個人と国家を結ぶ仲介グループの重要性であり︑これが規制なき過激な市場経済や 反資本主義の階級闘争が与える有害な影響から社会を護る いう信念だった︒大平は「改良資本主義」つまり社会協調を唱導し︑またローマ・クラブが提唱した「成長の限界」説からも強い影響を受け︑近代化の成長モデル 行き詰まっており︑克服される必要があると考えた︒自民党内での大平は︑防衛費増大と憲法改正を唱える福田派
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な自分探しをやめて︑自立︑人々 負の側面を伝えることを恐れない強いリーダー︑若者に向けた強固な愛︑そし 物質的な利益だけが人間の幸福の総和ではないという 識への方向転換である︒ の長い論文にみ ぎる張りつめた高揚感は 明らかに転向の後ろめたさを反映したも のだ︒若き日の著者ら 自身 過激派学生り︑共産党員であった︒　
こうして見てくると︑大平報告書は日本が直面する問題を極端に





想しなかったことだ︒以前の論文に見られる左派への恐れと具体的に関連づけて言えば︑協調的な民間セクター労組と企業 賃金交渉がインフレ・スパイラルを抑えこみ︑また「スト権スト」の敗北によって公共セクター労組が大きく後退した︒第二に︑首相のために作成される報告書というものには政治的な縛りがかかる︒そうし報告書は︑現今の危機を大げさに嘆くことができない︒ りに危機に見舞われたとし も︑首相を含めた与党は政権を担っているのであるからなおさらだ ︑提言は首相が政策をつうじて実現可能な施策を推進できるようなものでなくてはならない︒　
日本の経済と文化を新たな「文化の時代」の強靱な基盤として描




反映して︑やがてそれまでとは違う対立軸が登場す ︒これ 日本の左派のプログラムに替わるも と位置づけられは たが︑大平報告書 唱える日本文化のあるべき姿 ︑ ての新自由主義と
のあいだに不安な緊張が生まれた︒この新自由主義の萌芽は︑平等主義的教育や膨張する社会福祉へ激しい攻撃を加える「日本の自殺」にすでにはっきり窺える︒　
台頭する日本版新自由主義にとって最初の重要な契機は︑そのわ















































しが見え いることを指摘して︑ 「日本の自殺」と通底する不安の根拠とするが︑その危機感はさほど強くなく︑あまり悲観的な感じがしない︒かつて想像もできなかった自由と繁栄が達成された時代に著者らが懸念をあらわにするのは︑む ろ国の精神状況についてである︒近年ヨーロッパや北米で表明されてきた懸念と同じく︑著者らが恐れるのは︑新技術︑安価なエネルギーとの結びつきを強めケインズ的需要刺激を行 ︑社会保障制度を整えることを通じた︑経済成長により大衆の福利を促進することを旨としてきた戦後レジームが︑すべての先進工業諸国で将来性を失って まっ ことである︒ 「エレクトロニクス」を除き 技術革新はひとつとして展望が持てないこと 懸念された︒需要管理と日本式行政指導はインフレ下ではダメージを受けるし︑生ま てまも 福祉国家 維持するのは納税者にとって負担が大きすぎる︒社会問題に目 向ければ︑新たに登場した中流階級の「生産中心主義」と「 社中心主義」男の価値観としては肯定できるが︑憂慮すべき動向 いくつかもたらした︒ひとつは「個別化」 呼ばれるものだが︑こ は必ずしも個人主義とはいえず︑む ろ娯楽やゆとりを求める集団から派生てきたように思える︒それと関係し 刹那的充足と快楽追求が姿現した︒これはいわゆ 保身性や利己的なふるまいと関係 おり︑



























































連はやがて強い警戒心を抱き︑改革要求をしなくなった︒ 「市場経済・資本主義は自由競争原理を通じて産業の興隆︑国民生活水準の向上をもたらしているが︑一方で影の部分ともいうべき低成長︑高失業︑所得格差︑バブルの発生︑行き過ぎた投機などの弊害を生んでいる︒要するに︑市場経済・資本主義が内包する様々な危機・問題に対し適切なチェックを行い︑いわばリスク 管理するシステムが必要 なる︒経営者自らがそうした役割を果たすと共に︑社会中に市民・個人を中心にした新 なシビリアンパワー 育成 土壌も必要になる
（
26）」 ︒ここには大平報告書の称賛する管理された競争

























も大胆に進めた改革は︑郵政民営化︑とりわけ郵便貯金と簡易保険の巨大システムの民営化 金融市場のいっそう 規制緩和だった︒小泉の側近のなかでも重要な人物は︑エコノミストで経済財政政策担当大臣であった竹中平蔵だが 首相とその盟友は︑特殊利権
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働者が増えれば購買力が落ちるかもしれないことは︑気にならないようだった︒似たような発想は︑小泉に近しい顧問であり︑三十年前に「日本の自殺」を書いた「グループ一九八四」の創立会員の一人でもある牛尾治朗にも見られ ︒たとえば非正規労働 増大のような規制緩和の否定的側面について新聞記者に聞 れて︑牛尾は規制緩和が達成にほど遠く︑小泉の在任中に進んだのは必要な改革二割ほどしかないと答えた
（
32）︒小泉改革のもう一人の盟友でオリック



















































































































行を守れという進軍ラッパは︑その「新しい姿」をつくるために何を追加すべきかについては明言していないが︑おそらくある程度の柔軟性を えるこ だと推測できる︒しかしな ら︑ の全体の論調は改革とはほど遠い︒厳し 経済危機の渦中で少なくとも厚労省が主眼を置いたのは︑既存の制度を変革す よりはむしろ補強することだった︒　
第二次安倍政権の経済に対する考え方と政策は︑現状のままを希
望し︑それを守ることと︑自由市場改革を求めることとのあいだをとりもつ折衝役 とことん演じつづけることだった︒政府は一方で勤続三年たった派遣労働者の正社員化 企業側に義務づける条項を削除することで派遣労働者法の改 を果 すと同時 ︑ホワイトカラー・エグゼンプションを推進しつづけた︒そ 一方で︑二〇一四年十二月の衆議院選挙において安倍政権が成果の目玉 して喧伝したのは︑大卒の正規雇用内定率の上昇だった︒また安倍首相二〇一五 春にも前年同様︑労組とともに︑企業経営者に春闘での賃上げを要求して︑かつてない圧力をかけた︒まさに労使のコンサ
ルテーションに国家を介入させる経済管理の協調主義的モデルが︑持続どころかいよいよ浮き彫りにされた実例である︒　
だが︑行政指導の絶頂期のような経営管理スタイルが健在のまま


















は仕事・女は家庭という役割分担の持つ困難や︑そうした困難を支える世界観︑ 性のとり得る選択肢 幅を広げる必要性について気が付いているとしながらも︑こ した役割分担 よって定義される伝統的近代にまさに束縛されたまま あった︒　
大平報告書の家庭をめぐる議論は一九八〇年の時点ですでに︑日




告書はまた︑若 ころから仕事の世界でキャリアを追求する道を選んだ女性に対する子育て支援などの政策が必要だとしているが︑大方の前提となってい のは︑男は仕事・女は家庭と う構図であ ︒　
報告書は︑子育てという最も負担の大きい時期を終えた女性のた
めに豊かな文化生活を描いてみせる︒全 およそ半数が家庭の外で働いていることに言及しながらも 女性が「文化︑スポーツ︑
趣味︑お稽古ごと︑仕事︑ボランティア活動」など︑さまざまな活動に参加できるようにしなければならないと記し︑さらに後段の「婦人の生きがいと生活設計」という一節では︑人生で女性がとれる生き方を列挙する︒その一つはパートかフルタイムかにかかわらず外で働くことだ︒女性に自分の受けた教育︑才能︑職場での経験を役立て 能力をつけてもらうこと 重要性については たし触れている
（
49）︒しかし報告書には全編つうじて︑ 「男が一家の稼ぎ手」






































































































けていても︑結婚するとフリーター は くなるのだ︒そ どころか︑一家の稼ぎ手とみなされる夫がいるかぎり︑女性 公式なアイ
デンティティは非正規雇用の個人ではなく︑扶養される妻になってしまう︒　
厚生労働省は実際面でこの定義よりも柔軟な運用をした︒
二〇一一年のある報告書で厚労省は︑フリーター 「自分の就きたい職業がみつかるまで時機を待つ﹁モラトリアム型﹂ ︑正社員になりたくてもなれない﹁やむを得ず型﹂ ︑はっきりした将来像を持っているが︑とりあえず生活のために働いている﹁夢追求型﹂の三つに分けられる」 述べている
（
60）︒二〇一二年︑厚労省は全国の公共就
労斡旋機関に二百を超す「就労支援セ ター」のネットワークを構築した︒その任務は非正規の若年 働者︑とく フリーターとみなされる者に長期安定の定職をみつける支援をすることだ
（
61）︒目標は







フリーター人口のかなりの部分が︑社会に適切な居場所をみつけられなかったからではなく︑自分の意志で積極的にその道を選んでいるからだ︒それでもなお︑多くの青年が望んでも安定雇用をみつけられずにいることを考えれば この制度を始めたこと は意味がある︒この就労支援制度は既婚女性に対して公式に道を開きはしたものの︑フリーターという言葉の歴史的文脈全体から見ると︑女性家庭 番人であり︑そのデ ォルトの有り様は 補完的な活動を担う雇用に属す ものである 見方が︑いまだに力をもって持続していることがわかる︒　
本稿はここまで主として政治家や官僚のイデオロギーと政策に着





ていなかったこ がわかる︒たしかに︑女性は結婚後も子育て期間中も︑さらにそれ以後も︑仕事をつづけるべきだとする男 の割合は︑一九九二年の二十 ％から二〇一二年の四十八％へ着実に上がっており︑二〇一二年の数字だ 男女間の違いは二 以下 ぎない︒しかし「男は外で働き︑女は家庭を守るべき」とい 意見を








長期的観点で見たとき︑女性の広範な社会経済的役割に肯定的な人はゆっくりと断続的に増えているが はっ りと流れが変わっ ことを示す分岐点には達していない︒　
最後に︑最近の安倍政権による女性のエンパワーメント支援政策
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